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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 14,447 15,027 15,555 14,691 14,478

経常利益 (百万円) 1,340 1,377 1,247 1,026 830

当期純利益 (百万円) 738 798 714 657 517

包括利益 (百万円) ― 784 705 668 542

純資産額 (百万円) 5,301 6,031 6,682 7,241 7,654

総資産額 (百万円) 13,367 13,000 13,005 13,235 13,552

１株当たり純資産額 (円) 97.21 110.59 122.52 132.79 140.35

１株当たり           
当期純利益金額

(円) 13.54 14.63 13.11 12.06 9.49

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.7 46.4 51.4 54.7 56.5

自己資本利益率 (％) 14.9 14.1 11.2 9.4 6.9

株価収益率 (倍) 9.0 7.1 7.6 8.5 10.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,003 1,133 778 680 727

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △459 △366 △281 △229 △180

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △517 △981 △668 △414 △481

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 748 534 362 399 465

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
68 70 73 70 80

〔10〕 〔11〕 〔9〕 〔7〕 〔8〕
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

売上高 (百万円) 11,169 11,774 12,197 11,554 11,543

経常利益 (百万円) 1,286 1,322 1,177 934 733

当期純利益 (百万円) 706 764 675 592 450

資本金 (百万円) 2,904 2,904 2,904 2,904 2,904

発行済株式総数 (株) 54,560,000 54,560,000 54,560,000 54,560,000 54,560,000

純資産額 (百万円) 5,109 5,819 6,431 6,916 7,257

総資産額 (百万円) 12,100 11,648 11,596 11,875 12,136

１株当たり純資産額 (円) 93.68 106.71 117.94 126.82 133.08

１株当たり配当額
(内１株当たり       
中間配当額)

(円)

(円)

1.00 1.00 2.00 2.00 2.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり           
当期純利益金額

(円) 12.95 14.02 12.39 10.87 8.26

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.2 50.0 55.5 58.2 59.8

自己資本利益率 (％) 14.8 14.0 11.0 8.9 6.4

株価収益率 (倍) 9.4 7.4 8.1 9.4 12.1

配当性向 (％) 7.7 7.1 16.1 18.4 24.2

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
54 53 58 55 66

〔10〕 〔11〕 〔9〕 〔7〕 〔8〕
 

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【沿革】

昭和24年11月29日   設立(資本金1,000万円)

〔創立の経緯〕

当社の前身は、昭和２年２月、現在の東京都江東区南砂に砂糖の再製糖業として設立され

た合資会社秋山製糖所であります。昭和８年９月からは、味噌醸造を兼業し、その後、戦災

で全焼した砂町工場を再建し、砂糖製造部門を東洋精糖株式会社として分離独立し、新たに

発足することになりました。

　

昭和26年12月 食糧庁から日産原料糖処理能力120トンの査定を受ける。

昭和28年３月 株式を東京証券取引所に上場。

昭和28年11月 江東区猿江に小名木川工場を完成し、日産原料糖処理能力560トン(小名木川工場

450トン、砂町工場110トン)となる。

昭和29年３月 株式を大阪証券取引所に上場。

昭和38年８月 粗糖の輸入自由化に伴い、工場能力の増強を計り日産原料糖処理能力1,005トン

となる。

昭和39年７月 販売力強化のため丸紅株式会社と販売総代理店契約締結。

昭和53年３月 当社の関係会社ヨートー興産株式会社を合併し、資本金22億８千８百万円とな

る。

昭和54年５月 小名木川工場においてステビオサイドの生産を開始、また翌年には、酵素処理ス

テビアの生産開始。

昭和58年10月 塩水港精糖株式会社と業務提携し、精製糖の共同生産会社太平洋製糖株式会社を

設立し、同年12月、小名木川工場の生産を中止した。昭和59年１月には、太平洋

製糖株式会社において精製糖の共同生産(当社、塩水港精糖株式会社)を開始。

昭和60年１月 千葉県市原市に千葉工場(ステビア製造)を完成し、生産を開始。

平成２年９月 酵素処理ルチンの生産開始。

平成10年８月 酵素処理ヘスペリジンの生産開始。

平成11年４月 東洋フーヅ株式会社を吸収合併。

平成11年12月 ヨートーハウジング株式会社の株式を追加取得し、連結子会社とする(現連結子

会社)。

平成11年12月 ヨートー開発株式会社を解散。

平成12年７月 有償・第三者割当増資により、資本金29億４百万円(現在)となる。

平成13年４月 トーハン株式会社の株式を追加取得し、連結子会社とする(現連結子会社)。

平成13年10月 太平洋製糖株式会社において精製糖の三社共同生産(当社、塩水港精糖株式会

社、フジ日本精糖株式会社)を開始。

平成15年３月 大阪証券取引所の上場廃止。

平成17年７月 酵素処理イソフラボンの生産開始。

平成18年３月 株式会社白樺湖ビューホテルを解散。

平成18年10月 ゆずポリフェノールの生産開始。

平成22年７月 グリセリルグルコシドの生産開始。

平成25年４月 バオバブ・サリチェの生産開始。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社２社、持分法適用関連会社１社及びその他の関係会社の丸紅

株式会社により構成され、精製糖、ステビア甘味料及び機能素材の製造・販売並びにマンション・

ビル賃貸業を主な事業の内容としております。

 各事業における当社グループ各社の、事業に係わる位置付けは次のとおりであり、事業区分は事

業の種類別セグメントと同一であります。

砂糖事業       ：当社は精製糖の製造・販売を行っており、その製造は主に共同生産会社であり

持分法適用関連会社の太平洋製糖株式会社に委託し、その販売はその他の関係

会社の丸紅株式会社を通じて行っております。また、連結子会社のトーハン株

式会社は、丸紅株式会社から当社製品などを仕入れて販売しております。

機能素材事業   ：当社はステビア甘味料、酵素処理ルチン、酵素処理ヘスペリジン、ゆずポリ

フェノール、グリセリルグルコシド及びバオバブ・サリチェなどの製造・販売

を行っており、連結子会社のトーハン株式会社は、当社製品などの販売を行っ

ております。

不動産賃貸事業 ：当社は保有するマンション・ビルを連結子会社のヨートーハウジング株式会社

に賃貸しております。ヨートーハウジング株式会社は同物件の転貸などを行っ

ております。
 

以上に述べた事項を系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所

資本金又は

出資金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容 摘要

所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)        

トーハン㈱ 東京都中央区 100
砂糖事業及び
機能素材事業

100.0 ―
当社製品の販売を行っており
ます。
役員の兼任等…有

※１

※４

ヨートーハウジング㈱ 東京都中央区 400 不動産賃貸事業 100.0 ―
当社不動産物件の転貸を行っ
ております。
役員の兼任等…有

※２

(持分法適用関連会社)        

太平洋製糖㈱
神奈川県
横浜市鶴見区

450 砂糖事業 33.3 ―

「第５経理の状況 １連結財
務諸表等」の(関連当事者情
報)に記載しているため省略し
ております。

 

(その他の関係会社)        

丸紅㈱
東京都
千代田区

262,686 砂糖事業 ─ 39.3

「第５経理の状況 １連結財
務諸表等」の(関連当事者情
報)に記載しているため省略し
ております。

※３

 

(注) １．主要な事業の内容欄には、当社セグメントの名称を記載しております。

２．※１、※２ 特定子会社に該当します。

３．※３ 丸紅㈱は、有価証券報告書を提出しております。

４．※４ トーハン㈱につきましては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 7,124 百万円

 (2) 経常利益 43 百万円

 (3) 当期純利益 24 百万円

 (4) 純資産額 342 百万円

 (5) 総資産額 1,274 百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年３月31日現在

セグメントの名称 使用人数(名)

砂糖事業 21

機能素材事業 28(8)

不動産賃貸事業 3

全社(共通) 28

合計 80(8)
 

(注) １．使用人数は、就業人員であります。

２．使用人数欄の(外書)は、臨時使用人の年間平均雇用人員であります。

３．前連結会計年度に比べ使用人数が10名増加しておりますが、主として機能素材事業の製造・販売体制強化

を行ったことによるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成26年３月31日現在

使用人数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

66(8) 42.4 15.2 6,440
 

　

セグメントの名称 使用人数(名)

砂糖事業 12

機能素材事業 25(8)

不動産賃貸事業 1

全社(共通) 28

合計 66(8)
 

(注) １．使用人数は、就業人員であります。

２．使用人数欄の(外書)は、臨時使用人の年間平均雇用人員であります。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４．前事業年度に比べ使用人数が11名増加しておりますが、主として機能素材事業の製造・販売体制強化を

行ったことによるものであります。

　

(3) 労働組合の状況

イ．当社の労働組合は、東洋精糖労働組合と称し、平成26年３月31日現在、組合員数は37名(出向

者除く)であります。

なお、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。

同組合は、日本食品関連産業労働組合総連合会に加盟しております。

ロ．当社の連結子会社については、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好な状態

であります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度のわが国経済は、政府と日銀の経済金融政策の効果等により、外需型企業を中

心に業績の改善などが見られ、景気は緩やかな回復基調となりました。しかしながら、内需型企

業においては、円安による原料価格やエネルギーコストの高止まり及び消費税増税の影響等、景

気の先行きに懸念も残る状況にありました。

このような状況下、当社グループは引き続き安全・安心な商品の提供、製造・販売コストの管

理及び資産の効率的運用に努めてまいりました。

その結果、全事業の連結売上高は14,478百万円(前連結会計年度比1.4％減)、連結営業利益756

百万円(前連結会計年度比21.8％減)、連結経常利益830百万円(前連結会計年度比19.1％減)、連結

当期純利益517百万円(前連結会計年度比21.3％減)となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

砂糖事業

ニューヨーク粗糖先物相場の期近限月は、１ポンド当たり17.70セントで始まり、最大の生産国

であるブラジルの主要港での火災事故の影響等により10月には期中最高値20.16セントをつけまし

た。その後、世界砂糖需給が４年連続の供給過剰との見通しにより１月に期中最安値となる14.70

セントまで下落しましたが、ブラジルの干ばつによる生産見通しの下方修正等により再び上昇に

転じ、17.77セントで当連結会計年度を終了いたしました。

一方、日本経済新聞掲載の東京上白糖現物相場は、１キログラム当たり182円～183円で始ま

り、ニューヨーク粗糖先物相場の上昇とエネルギーコストの高止まりによる製造コストの上昇を

受け11月には185円～186円となり、保合いのまま当連結会計年度を終了いたしました。

このような状況の中、販売数量は前期をやや上回ったものの、売上高は13,088百万円(前連結会

計年度比0.3％減)となりました。営業利益は、適正価格での販売に注力したものの、原材料の調

達コストや製造・販売コストの上昇により、1,084百万円(前連結会計年度比6.5％減)となりまし

た。

　

機能素材事業

飲料向けの出荷が低調に推移し、販売数量は前期を下回り、売上高は1,007百万円(前連結会計

年度比14.7％減) となりました。営業利益は製造・販売体制強化のためのコスト増により、166百

万円(前連結会計年度比30.5％減)となりました。

　

不動産賃貸事業

賃貸市場における賃貸マンション市況の長引く低迷など厳しい状況の中、賃貸資産の一元管理

のもと資産の効率的な運用に努め、売上高は383百万円(前連結会計年度比1.0％増)、営業利益は

95百万円(前連結会計年度比9.2％減)となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に

比べ66百万円増加し465百万円(前連結会計年度比16.6％増)となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、得られた資金は727百万円(前連結会計年度比6.9％増)となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は180百万円(前連結会計年度比21.4％減)となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、使用した資金は481百万円(前連結会計年度比16.0％増）となりました。

　

なお、キャッシュ・フローの詳細は、「７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析 (3)キャッシュ・フローの状況の分析」に記載しております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 対前年比(％)

砂糖事業 9,617 △0.9

機能素材事業 1,014 △6.5

合計 10,632 △1.5
 

(注) １．金額は、平均販売価格により算出しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．不動産賃貸事業につきましては、生産高は記載しておりません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 対前年比(％)

砂糖事業 13,088 △0.3

機能素材事業 1,007 △14.7

不動産賃貸事業 383 1.0

合計 14,478 △1.4
 

(注) １．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度 対前年比

販売高
(百万円)

割合
(％)

販売高
(百万円)

割合
(％)

金額
(百万円)

増減率
(％)

丸紅株式会社 6,440 43.8 6,393 44.2 △47 △0.7
 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、コア事業である砂糖事業の収益維持を図りつつ、事業投資も視野に入れ、第

二の柱とするべく機能素材事業を育成することを基本戦略としております。

 具体的には以下のとおり事業ごとの課題に取り組み、製造・販売コストの管理、新規素材開発

などに注力し、収益力の強化と財務体質のさらなる改善を進めてまいります。

 

砂糖事業

不安定な海外粗糖相場と円安の進行に加え高止まりしているエネルギーコストのもと、国内

砂糖需要の伸び悩みが続くなど事業環境は依然として厳しい状況が続く見通しであります。ま

た、環太平洋戦略的経済連携協定(ＴＰＰ)や豪州との経済連携協定(ＥＰＡ)交渉の進展によ

り、砂糖に係わる農業政策への影響に留意すべき状況となっております。このような事業環境

において、引き続き原材料の有利調達など製造・販売コストの管理を徹底し、適正価格での販

売に努め、収益の確保に向け取り組んでまいります。

　

機能素材事業

当社グループの重点事業分野と位置づけ、外部研究機関並びに他企業との連携を広げ、既存

素材の用途開発による拡販、新規素材である化粧品原料の販売活動を積極的に展開し、よりき

め細かく需要に応えるためハラール認証やコーシャ認証をも活用し、販路拡大に努めてまいり

ます。また、原料輸入・加工・製品流通の全段階に渡る一貫した品質保証体制のもと安全・安

心な製品を提供し、業容の拡大と収益力の向上を目指してまいります。

　

不動産賃貸事業

引き続き、賃貸資産の一元管理のもと、資産の効率的な運用に努めてまいります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重

要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

 なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断し

たものであります。

(1)農業政策の変更について

当社グループの砂糖事業は、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」などの枠組み内で運

営されています。環太平洋戦略的経済連携協定(ＴＰＰ)、経済連携協定(ＥＰＡ)や自由貿易協定

(ＦＴＡ)交渉などの進展に伴い、砂糖に係る農業政策の変更により関連する法律などが改廃され

た場合、当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。

(2)生産拠点の集中について

当社グループ製品の大部分は、砂糖事業は関連会社の太平洋製糖㈱(横浜市鶴見区)、機能素材

事業は当社の千葉工場(千葉県市原市)にて生産しております。当該工場が天変地異及びその二次

的災害、その他の事情により操業の中断を余儀なくされた場合、製品の生産及び販売が困難にな

り、当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。

(3)原料及び製品の価格の変動について

当社グループの原料(原料糖)の大部分は海外から調達しており、主として海外相場などの影響

により仕入価格が変動した場合、また、国内における価格競争などの影響により製品価格に適正

な反映が出来ない場合、当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。

(4)原料の仕入先国依存度について

当社グループの機能素材事業の原料の大半は、中国からの輸入により調達しております。中国

において、天変地異及びその他の事情により原料の調達が行えなくなった場合には、製品の生産

及び販売が困難になり、当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。

(5)「固定資産の減損に係る会計基準」の適用について

当社グループは平成18年３月期以降、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しておりま

す。今後の地価の動向及び収益状況によりましては、新たに減損損失が発生し、当社グループの

業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。

(6)製品の欠陥等について

当社グループは製品の安全性確保のため「品質管理規程」に従い、厳格な品質保証体制のもと

各種製品を製造しておりますが、万が一の事態(製品の回収や製造物賠償責任の発生など)に備

え、保険に加入しております。当該保険で補償される想定範囲を超える事象が発生した場合は、

当社グループの業績及び財政状況に影響を与える可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

   精製糖の生産委託及び販売に関する契約

　

会社名 契約事項 契約締結先 締結年月日 発効年月日

当社 精製糖の製造委託契約 太平洋製糖株式会社
※１

平成13年９月21日
平成13年10月１日

当社
国内向精製糖の販売
総代理店契約

丸紅株式会社
※２

平成18年４月１日
平成18年４月１日

 

※１．当社は、塩水港精糖㈱、フジ日本精糖㈱と三社で、東日本地域において供給する精製糖の生産を太平洋製糖㈱

に集約し、精製糖の共同生産に関する「受委託加工契約書」を平成13年９月21日に締結いたしました。

     これに伴い太平洋製糖㈱は平成13年10月１日より、三社での共同生産の操業を開始しております。

※２．平成18年４月１日は、昭和39年７月20日締結の販売総代理店契約の契約更新日であります。

　

　

６ 【研究開発活動】

当社は、より健全で豊かな食文化の創造に貢献するため種々の研究開発活動を行っておりま

す。砂糖事業におきましては品質改善と精製技術の改良を主な目的としております。また、機能

素材事業におきましては既存のフラボノイド製品の改良や利用研究に加え、新素材の開発に向け

て大学や他企業との共同研究を積極的に進めております。同事業における現在の主な取り組みは

以下の通りであります。

(1) 食品素材

柑橘系ポリフェノールの一つであるヘスペリジンを原料とした酵素処理ヘスペリジン

は、血中の中性脂肪を低減させる効果があり、特定保健用食品にも採用されている注目の

機能性食品素材です。機能性が高かったものの独特の特異臭があったため使用用途に制限

がありましたが、当社の技術開発により低臭気化に成功いたしました。当連結会計年度は

更なる品質改良を加え、より品質の高い製品に改良いたしました。同様に、酵素処理ルチ

ンに関しても、製品品質の向上に努め、さらに新しい用途開発に向けて基礎データの取得

を進めております。

また、その他製品として、酵素処理ステビア、ゆずポリフェノールがあります。飲食物

の低カロリー化や呈味改善に向けた用途開発と機能性に関する情報収集を継続的に行って

おります。

(2) 化粧品素材

既存製品である酵素処理ルチン、酵素処理ヘスペリジン、グリセリルグルコシドについ

ては、機能性面について外部機関や他企業との共同研究を通じて新たな情報収集や特許対

応にも取り組んでおります。さらに、アスコルビン酸グルコシドやアフリカ原産のバオバ

ブオイルなど化粧品素材の品目拡充を進め、国内だけでなく海外の顧客も視野に入れた用

途開発に取り組んでおります。

　

以上の活動により、当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は181百万円であ

ります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産合計は、たな卸資産の増加などにより、前連結会計年度末に比べ316百

万円増加し13,552百万円となりました。負債合計は、支払手形及び買掛金の増加などがあるもの

の長期借入金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ95百万円減少し5,898百万円となりまし

た。純資産合計は、当期純利益による利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ412

百万円増加し7,654百万円となりました。この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の54.7%か

ら56.5%となりました。

　

　

(2) 経営成績の分析

①概要

当連結会計年度の売上高は14,478百万円(前連結会計年度比1.4％減)、営業利益756百万円(前

連結会計年度比21.8％減)、経常利益830百万円(前連結会計年度比19.1％減)となり、当期純利

益は517百万円(前連結会計年度比21.3％減)となりました。

②売上高

売上高は機能素材事業の販売数量の減少などにより、前連結会計年度に比べ1.4％減の14,478

百万円となりました。

③売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は売上高の減少などにより、前連結会計年度に比べ0.9％減の11,452百万円となりま

した。

販売費及び一般管理費は人件費や販売促進費の増加などにより、前連結会計年度に比べ4.5％

増の2,270百万円となりました。

④営業利益

営業利益は売上高の減少に加え、販売費及び一般管理費が増加したことにより、前連結会計

年度に比べ21.8％減の756百万円となりました。

⑤営業外収益、営業外費用

営業外収益は貸倒引当金戻入額の計上などにより、前連結会計年度に比べ９百万円増の101百

万円、営業外費用は支払利息の減少などにより、前連結会計年度に比べ６百万円減の27百万円

となりました。

⑥経常利益

経常利益は営業外収支の改善があったものの、営業利益が減益になったことにより前連結会

計年度に比べ19.1％減の830百万円となりました。

⑦特別利益

当連結会計年度の特別利益の計上はありません（前連結会計年度は２百万円の計上でありま

す）。

⑧税金等調整前当期純利益

税金等調整前当期純利益は、経常利益が減益になったことにより前連結会計年度に比べ

19.3％減の830百万円となりました。
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⑨法人税等

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する法人税等の負担率は将来税率の引下げが

あったことに加え、評価性引当額が増加したことなどにより、前連結会計年度の36.13％から

37.73％となりました。

⑩当期純利益

当期純利益は前連結会計年度に比べ21.3％減の517百万円となり、１株当たり当期純利益は前

連結会計年度12.06円に対し9.49円となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末

に比べ66百万円増加し465百万円(前連結会計年度比16.6％増)となりました。

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果、得られた資金は727百万円(前連結会計年度比6.9％増)となりました。主に

法人税等の支払354百万円があったものの、税金等調整前当期純利益830百万円及び減価償却費

160百万円の計上などがあったことによります。

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果、使用した資金は180百万円(前連結会計年度比21.4％減)となりました。主に

貸付金の回収による収入951百万円があったものの、貸付けによる支出1,000百万円及び有形固

定資産の取得76百万円などがあったことによります。

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果、使用した資金は481百万円(前連結会計年度比16.0％増)となりました。主に

短期借入金による収入460百万円があったものの、長期借入金の返済による支出830百万円及び

配当金の支払108百万円などがあったことによります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における当社グループ全体で実施した設備投資の総額は86百万円で、その主な

ものは機能素材事業における千葉工場の生産設備の取得等31百万円であります。

　

２ 【主要な設備の状況】

 当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成26年3月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)

摘要
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
その他 合計

千葉工場

(千葉県市原市)

機能

素材事業

製造

設備
62 135

94

(2)
31 323

30

〔8〕
 

賃貸営業用資産

(東京都品川区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 261 ―

511

(0)
0 773 ― (注)２

賃貸営業用資産

(東京都中央区)

不動産

賃貸事業

貸事

務所
46 ―

225

(0)
0 272 ― (注)２

賃貸営業用資産

(東京都台東区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 87 ―

99

(0)
― 187 ― (注)２

賃貸営業用資産

(東京都江東区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 89 ―

95

(0)
0 185 ― (注)２

賃貸営業用資産

(東京都豊島区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 35 ―

122

(0)
― 158 ― (注)２

賃貸営業用資産

(東京都墨田区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 29 ―

33

(0)
0 62 ― (注)２

賃貸営業用資産

(神奈川県

座間市)

不動産

賃貸事業
貸住宅 488 ―

474

(1)
0 963 ― (注)２

賃貸営業用資産

(神奈川県

横浜市鶴見区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 68 ―

67

(0)
― 135 ― (注)２

賃貸営業用資産

(千葉県松戸市)

不動産

賃貸事業
貸住宅 62 ―

50

(0)
― 112 ― (注)２

賃貸営業用資産

(北海道網走市)

不動産

賃貸事業
貸住宅 849 ―

117

(2)
0 967 ― (注)２

本社

(東京都中央区)
全事業共通

本社

事務所
93 ―

570

(0)
7 671 36  

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウエアであります。

なお、上記金額には消費税等は含んでおりません。

２．当社は不動産賃貸事業として、連結子会社のヨートーハウジング㈱に当該不動産の賃貸を行っております。

なお、同社は同物件の転貸を行っております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

４．従業員数の〔 〕は、臨時従業員を外書しております。
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(2) 国内子会社

平成26年3月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

セグメント

の名称

設備の

内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)

摘要
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
その他 合計

トーハン㈱
本社

(東京都中央区)

砂糖事業

機能

素材事業

本社

事務所
1 ―

―

(―)
0 1 12  

ヨートーハ

ウジング㈱

賃貸営業用資産

(神奈川県

横浜市中区)

不動産

賃貸事業
貸住宅 231 ―

126

(0)
― 357 ― (注)２

ヨートーハ

ウジング㈱

本社

(東京都中央区)

不動産

賃貸事業

本社

事務所
― ―

―

(―)
0 0 2  

 

(注) １．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、ソフトウエアであります。

なお、上記金額には消費税等は含んでおりません。

２．連結子会社であるヨートーハウジング㈱は不動産賃貸事業として、当該不動産の賃貸を行っております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

 特記事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

 特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000
 

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。

『当会社の発行可能株式総数は18,000万株とする。』

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 54,560,000 54,560,000
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
また、単元株式数は1,000株
である。

計 54,560,000 54,560,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成13年６月28日(注) ― 54,560,000 ― 2,904 △607 ―
 

(注) 資本準備金の減少額は、第77期損失処理による取崩であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成26年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 18 33 43 29 3 5,434 5,560 ―

所有株式数
(注)１・２
(単元)

― 4,415 1,444 23,819 1,717 5 23,104 54,504 56,000

所有株式数
の割合(％)

― 8.10 2.65 43.70 3.15 0.01 42.39 100 ―
 

(注) １．平成26年３月末現在自己株式を25,378株保有しており、25単元は「個人その他」の欄、378株は「単元未満

株式の状況」の欄に含めて記載しております。

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１－４－２ 21,408 39.23

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－11 2,352 4.31

山三株式会社 東京都江東区南砂１－23－15 1,122 2.05

ビービーエイチ フイデリテイ ピユーリタン
フイデリテイ シリーズ イントリンシツク
オポチユニテイズ ファンド
(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行)

82 DEVONSHIRE ST BOSTON
MASSACHUSETTS 02109360582
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

1,000 1.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２－11－３ 746 1.36

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１－26－１ 627 1.14

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 390 0.71

洋糖持株会 東京都中央区日本橋小網町18－20 389 0.71

河本博幸 大阪府大阪市北区 372 0.68

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 333 0.61

恩田武 東京都板橋区 333 0.61

計 － 29,072 53.28
 

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社                 2,352千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社                       746千株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式    25,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 54,479,000 54,479 同上

単元未満株式 普通株式    56,000 ― 同上

発行済株式総数        54,560,000 ― ―

総株主の議決権 ― 54,479 ―
 

(注）１．上記「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２千株(議決権２個)

含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式378株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東洋精糖株式会社

東京都中央区日本橋
小網町18－20

25,000 ― 25,000 0.04

計 ― 25,000 ― 25,000 0.04
 

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

   【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 1,348 141,252

当期間における取得自己株式 500 49,000
 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成26年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含まれておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の
総額(円)

株式数(株)
処分価額の
総額(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(   ―   ) ― ― ― ―

保有自己株式数 25,378 ― 25,878 ―
 

(注) 当期間における保有自己株式数は、平成26年５月末日現在のものであります。

　

３ 【配当政策】

利益配分は、当社の収益力、財務内容及び経営環境などをふまえ、株主の皆様への利益還元及

び内部留保を考慮し決定することを基本方針としております。

当期の配当につきましては、平成26年５月８日開催の取締役会において、前期と同様に１株に

つき２円の期末配当を実施することを決議させていただきました。当社は配当の決定機関を取締

役会とし、中間配当の基準日は毎年９月30日、期末配当の基準日は毎年３月31日の年２回とする

こと及びそのほか基準日を定めて剰余金の配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

なお、第90期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

         平成26年５月８日
         取締役会決議

109 2.00
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月

最高(円) 160 133 121 119 134

最低(円) 95 72 81 80 87
 

(注) 株価の最高、最低は東京証券取引所市場第一部の市場価格によります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成25年10月 11月 12月 平成26年１月 ２月 ３月

最高(円) 112 107 107 134 104 102

最低(円) 100 101 100 103 96 95
 

(注) 株価の最高、最低は東京証券取引所市場第一部の市場価格によります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表取締役

取締役社長
 佐 々 木   剛 昭和29年９月16日生

昭和52年４月 丸紅株式会社入社

(注)３ 95

平成13年６月 当社監査役

   14年４月 丸紅株式会社食糧砂糖部長

   14年６月 当社取締役

   15年６月 当社監査役

   16年５月 株式会社マルエツ取締役

   16年６月 当社監査役退任

   18年３月 丸紅食料株式会社専務取締役

   20年４月 当社顧問

   20年６月 当社代表取締役社長(現在)

   25年３月

 

ヨートーハウジング株式会社代表

取締役会長(現在)

専務取締役

営業本部長

研究開発部・

知的財産部

管掌

下 井 田   隆 昭和27年１月14日生

昭和50年４月 丸紅株式会社入社

(注)３ 35

平成15年４月 当社砂糖部長

   15年６月 当社取締役砂糖部長

   16年４月 当社常務取締役砂糖部長

   16年10月

 

 

   17年４月

 

   19年４月

当社常務取締役砂糖事業部長兼機

能食品素材事業部長代行(営業担

当)

当社常務取締役社長補佐兼砂糖事

業部長

当社常務取締役砂糖事業部長

   20年６月

   22年４月

 

 

   24年４月

 

 

当社専務取締役砂糖事業部長

当社専務取締役営業本部長(トーハ

ン株式会社、太平洋製糖株式会社

担当)

当社専務取締役営業本部長 研究開

発部管掌(トーハン株式会社、太平

洋製糖株式会社担当)

   25年４月

 

 

当社専務取締役営業本部長 研究開

発部・知的財産部管掌(トーハン株

式会社、太平洋製糖株式会社担当)

(現在)

常務取締役 生産本部長 青 山 正 明 昭和27年５月26日生

昭和50年４月

平成16年４月

   16年６月

 

   17年４月

 

当社入社

当社経営企画室長兼管理部長

当社取締役経営企画室長兼管理部

長

当社取締役管理部担当兼経営企画

室長兼総務部長

(注)３ 38

   19年６月

 

   22年４月

 

   23年４月

 

   23年６月

 

   23年６月

 

   24年４月

 

当社取締役経営企画室長兼総務部

長

当社取締役管理副本部長 経営企画

室長兼総務部長

当社取締役管理本部長 経営企画室

長兼総務部長

ヨートーハウジング株式会社代表

取締役社長

当社常務取締役管理本部長 経営企

画室長兼総務部長

当社常務取締役管理本部長 総務部

長

   25年４月 当社常務取締役生産本部長(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役  依 田 康 夫 昭和27年４月３日生

平成２年10月 当社入社

(注)３ 29

   19年４月 当社砂糖事業部砂糖部長

   20年６月

 

   22年４月

当社取締役砂糖事業部長補佐兼砂

糖部長

当社取締役営業副本部長 砂糖部長

   23年４月

   23年６月

 

   24年４月

   25年４月

当社取締役営業副本部長 営業部長

トーハン株式会社代表取締役社長

(現在)

当社取締役営業本部長補佐

当社取締役(現在)

取締役 知的財産部長 飯 田 純 久 昭和32年３月21日生

昭和56年４月 当社入社

(注)３ 20

平成16年10月

 
当社機能食品素材事業部研究開発

室長

   20年４月

 

当社機能食品素材事業部研究開発

室長兼品質保証管理室長

   22年４月

 

   23年４月

 

当社生産開発本部研究開発室長兼

品質保証管理室長

当社生産開発本部長 研究開発部長

兼品質保証管理室長

   23年６月

 

   24年４月

 

   25年４月

当社取締役生産開発本部長 研究開

発部長兼品質保証管理室長

当社取締役生産本部長 研究開発部

管掌

当社取締役知的財産部長(現在)

取締役

管理本部長

総務部長兼

経営企画室長

立 澤 一 郎 昭和32年９月30日生

昭和55年４月 丸紅株式会社入社

(注)３ 2

平成14年４月 同社食糧砂糖部部長代理

   14年６月 当社監査役

   16年４月 丸紅株式会社食糧砂糖部副部長

   17年６月 当社監査役

   19年４月 丸紅株式会社バイオマスプロジェ

クトチーム長

   19年６月 当社監査役退任

   21年７月 熊本製粉株式会社執行役員

   24年４月

 

当社管理本部経営企画室長兼不動

産管理室長

   24年10月

 

当社管理本部長補佐経営企画室長

兼不動産管理室長

   25年４月

 

   25年６月

 

当社管理本部長総務部長兼経営企

画室長

当社取締役管理本部長総務部長兼

経営企画室長(現在)

取締役  秋 山 利 裕 昭和34年４月29日生

昭和61年４月

 

平成６年２月

６年12月

 
11年６月

山三興業株式会社(現 山三株式会

社)入社

同社代表取締役社長(現在)

山三交通株式会社

代表取締役社長(現在)

当社取締役(現在)

(注)１

(注)３
18
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役  平 澤 壽 人 昭和34年４月８日生

昭和58年４月 丸紅株式会社入社

(注)１

(注)３
－

平成18年４月 同社油脂部長

   20年10月 同社穀物部副部長

   22年４月 同社食品原料部長

   22年６月 当社監査役

   23年４月 丸紅株式会社食品部門長補佐兼海

外食品部長

   23年６月 当社取締役

   25年４月 丸紅株式会社食品部門長補佐兼食

品原料部長

   25年６月

   26年４月

当社取締役(現在)

丸紅株式会社食品部門長補佐(現

在)

常勤監査役  齋 藤     進 昭和28年３月４日生

昭和50年４月

平成16年４月

   20年４月

   21年４月

 

   24年３月

   25年３月

   25年４月

   25年６月

丸紅株式会社入社

同社繊維経理部長

同社ライフスタイル部門長付部長

丸紅ファッションリンク株式会社

取締役

同社常務取締役

同社常務取締役退任

同社社長付

当社監査役(現在）

(注)２

(注)４
3

監査役  戸井川 岩 夫 昭和28年８月22日生

平成３年４月

 
   13年７月

   17年４月

 

   18年５月

 

   23年６月

弁護士登録(東京弁護士会)

渡部喜十郎法律事務所入所

戸井川法律事務所開設

慶應義塾大学大学院法務研究科(法

科大学院)非常勤講師(現在）

日比谷Ｔ＆Ｙ法律事務所開設(現

在)

当社監査役(現在)

(注)２

(注)５

 
－

監査役  笹 岡     晃 昭和35年10月10日生

昭和59年４月

平成19年４月

   22年４月

   26年４月

   26年６月

丸紅株式会社入社

同社流通企画部長

同社ダイエー事業室長

同社食品部門長補佐(現在)

当社監査役(現在)

(注)２

(注)６

 
－

監査役  吉 川     誠 昭和35年９月１日生

昭和59年４月

平成23年４月

   23年８月

   24年４月

   26年６月

丸紅株式会社入社

同社営業経理第三部副部長

同社営業経理第一部副部長

同社営業経理部副部長(現在)

当社監査役(現在)

(注)２

(注)６
－

計  240
 　　
　

(注) １．取締役秋山利裕及び平澤壽人の両氏は社外取締役であります。

２．監査役齋藤進、戸井川岩夫、笹岡晃及び吉川誠の４氏は社外監査役であります。

３．平成26年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から１年間。

４．平成25年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

５．平成23年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。

６．平成26年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から４年間。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 当社は、コーポレート・ガバナンス強化の重要性を認識し、コンプライアンスマニュアルの定め

に基づき役員及び社員等すべてが法令遵守を徹底し社会的責任を果たしつつ、内部統制システムの

構築と適切な運用により社会的信頼の確保と有効な事業活動の維持に努め企業価値の向上を図るた

め、健全なコーポレート・ガバナンス体制の構築を目指します。

 なお、当社は、取締役８名のうち社外取締役が２名、監査役４名がすべて社外監査役で構成さ

れ、社外役員に期待されるより専門的な知識・経験や豊富な情報による助言機能や客観的な立場に

よる監督機能について十分に行使が期待できる体制であり、内部統制委員会や情報開示委員会等の

各種委員会の活動により十分なガバナンス体制が構築されていると考えております。

 ①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

 a)会社の機関の基本説明

イ．当社は、監査役会設置会社であり、取締役及び取締役会、監査役及び監査役会、常勤役員

会等により意思決定、業務執行並びに監督及び監査を行っております。

ロ．取締役会については、８名の取締役（うち社外取締役２名）からなり、取締役会規則によ

り定期的に開催し、法令及び定款に定められた事項、経営に関する重要事項について審議

するとともに、経営に対する責任を明確にするために取締役の任期を１年とし、機動性を

持って任務を遂行しております。

ハ．監査役会については、４名の監査役（うち社外監査役４名）からなり、原則月１回開催す

るほか取締役会及びその他重要会議に出席し適宜意見を具申して公正な監査体制の確保に

努めております。

ニ．当社は、取締役会とは別に常勤取締役及び常勤監査役からなる常勤役員会を原則月２回開

催し、迅速かつ適確な意思決定により業務執行を行なっております。これらの意思決定は

責任・役割及び決裁基準等が明確に定められた「常勤役員会運営要項」及び「組織・職

務・職務権限・決裁規程」に従い行っております。

ホ．当社は、当社の情報を管理するため、情報開示委員会を設置し、当社の非公開情報を保護

するとともに、外部への適時・適切な開示を促進し、投資家やステークホルダーが公平に

情報を取得できる機会を提供できるように努めております。

ヘ．当社は、法令遵守を基礎とした企業倫理を確立し実践するために定めたコンプライアンス

マニュアルを社内に周知徹底するとともに、コンプライアンス委員会を定期的に開催し、

法令遵守の徹底と意識を高めるべく各種取り組みに努めております。

ト．当社は、食の安全・安心のニーズに応えるため食品安全委員会を設置し、食品安全関連法

及び製造物責任法の趣旨に基づき当社グループの製品及び商品の品質・衛生管理の強化に

努めることにより事故を未然に防止し、消費者の保護を図ることを積極的に推進すること

に努めております。

チ．当社は、法律問題については必要に応じ、顧問弁護士に相談し、助言を受けております。

また、当社と会計監査人との間では、会社法監査及び金融商品取引法監査について監査契

約を締結し、会計監査人より公正不偏な立場で監査を受けております。
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b) 当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次のとおりであります。

　

　

c) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

 当社グループは「内部統制基本要綱」を定め、その基本方針を「法令の遵守を徹底し社会的責

任を果たしつつ、内部統制システムの構築と適切な運用をコーポレート・ガバナンスの根幹と成

し、社会的信頼の確保と有効な企業活動の維持に努め、事業活動の目的を達成する。」ものと

し、これに係る社内体制として、「内部統制委員会」を設置し、内部統制に係る啓蒙、監査、監

視及び評価と内部監査及びモニタリングを実施し、取締役社長に報告する体制を構築しておりま

す。また平成18年５月12日開催の取締役会にて決議しました「業務の適正を確保する体制に関す

る基本方針」を平成20年３月18日開催の取締役会において、金融商品取引法に基づき、「財務報

告に係る内部統制」に関する基本方針の制定により、財務報告の信頼性と適正性を確保するため

の体制を整備したことによる変更を決議いたしました。なお、「内部統制基本要綱」の目的事項

に、「当社グループの財務報告の健全性と適正性を確保するための内部監査と評価を適切に実施

する」を平成19年３月20日開催の取締役会で決議のうえ追加し、当該目的事項を担保するための

体制を整備いたしました。更に、平成21年５月12日開催の取締役会において、反社会的勢力排除

に向けた基本的な考え方及びその体制を追加し、平成23年５月12日開催の取締役会において、取

締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制として、取締

役の中立・透明・公平な業務執行等を確保するための「役員行動規範」の遵守を追加し、同基本

方針を一部変更することを決議しております。
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d) 内部監査及び監査役監査の状況

 当社では、内部統制部門である経営企画室(人員４名)が内部統制委員会の下、独立した立場で

内部監査を実施するとともに、内部統制の有効性の点検・評価、コンプライアンスモニタリング

を実施し、内部統制委員会に報告しております。

 内部統制委員会は、内部統制に係わる啓蒙、監査、監視及び評価と内部監査及びモニタリング

を行い、結果を取締役社長に報告しております。

 監査役は、監査役会規則に則り監査役会が定めた監査方針、業務の分担等に従い業務監査を実

施し、計算書類等について会計監査人から公正な立場で監査した結果の報告及び説明に基づき監

査を実施し、監査役会は取締役会にそれらの監査報告を行なっています。また、監査役は会計監

査の適正性及び信頼性を確保するため、会計監査人が独立の立場を保持し、職業的専門家として

適切な監査を実施しているかを監視し検証しています。なお、社外監査役である齋藤進及び吉川

誠の両氏は、長年にわたり経理業務の経験を重ねており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有しております。

 監査役と経営企画室及び会計監査人は適宜に意見交換を行い、密接に連携しながら相互の監査

状況の把握につとめており、内部監査、監査役監査、会計監査人監査を独立かつ相互補完的に遂

行することにより、客観性を維持した監査体制を構築しております。

e) 会計監査の状況

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は三浦洋輔氏、塚原克哲氏及び高津知之氏であり、

有限責任あずさ監査法人に所属しております。

 当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他３名であり、有限責任あずさ監

査法人に所属しております。

f) 社外取締役及び社外監査役との関係

 当社の社外取締役は２名、社外監査役は４名であります。

 当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針

については定めておりませんが、選任にあたっては、証券取引所の独立役員の独立性に関する判

断基準等を参考にしております。なお、当社は、東京証券取引所に対し、社外取締役である秋山

利裕及び社外監査役である戸井川岩夫の両氏を、同取引所が定める独立役員として届け出ており

ます。

 当社の社外取締役である秋山利裕氏は、創業家の出身で当社の株主の山三株式会社の代表取締

役でありますが、同氏及び同社との取引関係、その他利害関係はなく、他の企業の経営者として

の豊富な経験をもとにした、大所高所からの助言や独立した外部からの経営に対する監督機能な

ど社外取締役として当社経営に多面的に資するところが大きいと判断しております。

 当社の社外監査役である戸井川岩夫氏は、弁護士として専門的見地並びに企業法務に関する豊

富な経験と幅広い知識を有しており、社外監査役として監査全般に対し高い独立性のもと公正な

監査が行えると判断しております。なお、同氏と当社との間に一般株主と利益相反の生じるおそ

れのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他利害関係はありません。

 当社の社外取締役である平澤壽人氏は、当社のその他の関係会社である丸紅株式会社の使用人

であります。同氏は、当社の主要事業に係る業界及び業務に精通しており、豊富な情報のもと

に、より客観的な立場に立った専門的な助言など、社外取締役として当社経営に資するところが

大きいと判断しております。
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 当社の社外監査役である齋藤進氏は、当社のその他の関係会社である丸紅株式会社の出身者で

あります。同氏は、企業会計に精通し豊富な知識と経験を有しており、社外監査役として監査全

般に対し客観的な立場で公正な監査を行えると判断しております。

 当社の社外監査役である笹岡晃氏は、当社のその他の関係会社である丸紅株式会社の使用人で

あります。同氏は、企業における計数管理に十分な知識と経験を有しており、社外監査役として

監査全般に対し客観的な立場で公正な監査を行えると判断しております。

 当社の社外監査役である吉川誠氏は、当社のその他の関係会社である丸紅株式会社の使用人で

あります。同氏は、企業会計に精通し豊富な知識と経験を有しており、社外監査役として監査全

般に対し客観的な立場で公正な監査を行えると判断しております。

 なお、丸紅株式会社は当社の議決権の39.3％を所有する筆頭株主であり、砂糖総販売代理店契

約等による精製糖販売及び原料糖購入等の取引関係にありますが、社外取締役である平澤壽人氏

並びに社外監査役である齋藤進氏、笹岡晃氏及び吉川誠氏と当社との間に一般株主と利益相反の

生じるおそれのある人的関係、資本的関係又は取引関係及びその他利害関係はありません。

 また、社外監査役は、「d) 内部監査及び監査役監査の状況」に記載のとおり、会計監査人及び

内部統制部門である経営企画室と意見交換を行い相互連携を図っております。また、社外取締役

は、取締役会において監査役監査計画や内部統制委員会の内部監査結果等の報告を受けておりま

す。

　

②リスク管理体制の整備の状況

a)当社のリスク管理は「リスク管理規程」及び「財務報告に係る内部統制実施要領」に基づき執

り行っております。

b)「内部統制基本要綱」により設置した「内部統制委員会」は同委員会の規程の定めに従い、リ

スク管理が適正に行われているか内部監査を実施し、その結果について取締役社長に報告をし

ております。

c)自然災害など重大事態が発生した場合は、対策本部を設置し適切な処置を講じます。

　

③役員の報酬等

イ．提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

 

役員区分
報酬等の総額
(百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名） 基本報酬 賞与 退職慰労金

ストック
オプション

 
 取締役
（社外取締役を除く。）

79 79 － － － 6

 
 監査役
（社外監査役を除く。）

－ － － － － 0

  社外役員 31 24 － 6 － 8

 

(注) １．上記には、平成25年６月20日開催の第89回定時株主総会終結の時をもって退任いたしました社外取締

役１名及び常勤社外監査役１名、平成26年２月13日付で退任いたしました社外監査役１名を含めてお

ります。

     ２．上記のほか、使用人兼務取締役２名に対し使用人給与14百万円を支給しております。
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３．上記のほか、当事業年度に役員退職慰労引当金繰入額13百万円（取締役６名11百万円、社外役員２名

１百万円）を計上しております。

４．上記の退職慰労金は、平成25年６月20日開催の第89回定時株主総会決議に基づき退任した常勤社外監

査役に対し支給しております。

     ５．当社はストック・オプション制度は導入しておりません。

６．取締役の報酬等は、株主総会の決議による報酬等限度額の範囲内にてそれぞれの役位及び職務を勘案

し取締役会において協議した上で、取締役社長が決定することとしております。

７．監査役の報酬等は、株主総会の決議による報酬等限度額の範囲内にて監査役の協議によって決定する

こととしております。

ロ．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

     連結報酬額等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

④株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 9銘柄

貸借対照表計上額の合計額 186百万円
 

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計

上額及び保有目的

(前事業年度)

 特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 ヱスビー食品㈱ 11,000 7 営業上の目的
 

　

(当事業年度)

 特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

 ヱスビー食品㈱ 2,200 8 営業上の目的
 

　

⑤責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役及び社外監査役全員との間で損害賠償責任を法令の範囲内で限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度

額であります。

　

⑥取締役の定数

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

　

⑦監査役の定数

当社の監査役は４名以内とする旨定款に定めております。
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⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うこと及び累積投票によらないもの

とする旨定款に定めております。

　

⑨自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の

株式を取得することができる旨を定款で定めております。これは、自己の株式の取得を取締役会

の権限とすることにより、経営環境の変化に応じ機動的な資本政策が遂行できるようにすること

を目的とするためのものであります。

　

⑩剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定め

のある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めておりま

す。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、経営環境の変化に応じた機動

的な配当政策を可能とすることを目的とするものであります。

　

⑪株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３

分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数

を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑫取締役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に

規定する取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除する

ことができる旨定款に定めております。これは、取締役が期待される職務を適切に行えるように

することを目的とするためのものであります。

　

⑬監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に

規定する監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免除する

ことができる旨定款に定めております。これは、監査役が期待される職務を適切に行えるように

することを目的とするためのものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 26 ― 25 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 26 ― 25 ―
 

　

② 【その他重要な報酬の内容】

 該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

　

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)  当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大

蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務諸表に含まれ

る比較情報については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改正前の連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2)  当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

  なお、当事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の財務諸表に含まれる比較情

報については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府

令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年４月１日か

ら平成26年３月31日まで)及び事業年度(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)の連結財務

諸表及び財務諸表について、有限責任あずさ監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的に

は、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる

体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、研修会等に積極的に参加しており

ます。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 399 465

  受取手形及び売掛金 ※５  1,489 1,366

  有価証券 ※２  10 -

  商品及び製品 898 938

  仕掛品 153 193

  原材料及び貯蔵品 881 1,109

  繰延税金資産 63 57

  短期貸付金 950 981

  その他 60 48

  貸倒引当金 △42 △32

  流動資産合計 4,865 5,129

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 4,084 4,099

    減価償却累計額 △1,565 △1,656

    建物及び構築物（純額） 2,518 2,442

   機械装置及び運搬具 675 693

    減価償却累計額 △530 △552

    機械装置及び運搬具（純額） 145 140

   土地 2,867 2,867

   リース資産 6 -

    減価償却累計額 △6 -

    リース資産（純額） 0 -

   その他 295 323

    減価償却累計額 △174 △196

    その他（純額） 121 127

   有形固定資産合計 ※２  5,653 ※２  5,578

  無形固定資産   

   リース資産 1 -

   その他 54 56

   無形固定資産合計 56 56

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※１，※２  532 ※１,※２  613

   長期貸付金 1,964 1,981

   繰延税金資産 129 153

   その他 39 45

   貸倒引当金 △6 △6

   投資その他の資産合計 2,659 2,787

  固定資産合計 8,370 8,422

 資産合計 13,235 13,552
 

 

EDINET提出書類

東洋精糖株式会社(E00354)

有価証券報告書

34/98



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 899 1,165

  短期借入金 ※２  2,820 ※２  2,735

  リース債務 3 0

  未払法人税等 205 169

  賞与引当金 62 70

  未払金 30 22

  設備関係未払金 51 13

  その他 454 453

  流動負債合計 4,527 4,630

 固定負債   

  長期借入金 1,059 774

  リース債務 0 0

  繰延税金負債 - 13

  退職給付引当金 266 -

  役員退職慰労引当金 77 87

  退職給付に係る負債 - 327

  資産除去債務 16 16

  その他 45 47

  固定負債合計 1,466 1,267

 負債合計 5,993 5,898

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,904 2,904

  利益剰余金 4,334 4,743

  自己株式 △3 △3

  株主資本合計 7,235 7,644

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5 31

  繰延ヘッジ損益 0 0

  退職給付に係る調整累計額 - △21

  その他の包括利益累計額合計 5 10

 純資産合計 7,241 7,654

負債純資産合計 13,235 13,552
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高 14,691 14,478

売上原価 11,551 11,452

売上総利益 3,139 3,026

販売費及び一般管理費   

 販売費 1,013 1,052

 一般管理費 1,158 1,217

 販売費及び一般管理費合計 ※１  2,172 ※１  2,270

営業利益 967 756

営業外収益   

 受取利息 45 41

 受取配当金 11 8

 持分法による投資利益 28 28

 その他 7 23

 営業外収益合計 92 101

営業外費用   

 支払利息 27 23

 為替差損 3 -

 その他 2 3

 営業外費用合計 33 27

経常利益 1,026 830

特別利益   

 固定資産売却益 ※２  2 -

 特別利益合計 2 -

税金等調整前当期純利益 1,029 830

法人税、住民税及び事業税 348 319

法人税等調整額 23 △5

法人税等合計 371 313

少数株主損益調整前当期純利益 657 517

当期純利益 657 517
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 657 517

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 10 25

 繰延ヘッジ損益 0 △0

 その他の包括利益合計 ※  11 ※  25

包括利益 668 542

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 668 542
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③【連結株主資本等変動計算書】

   前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,904 3,786 △3 6,687

当期変動額 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △109 　 △109

当期純利益 　 657 　 657

自己株式の取得 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　

当期変動額合計 - 548 △0 548

当期末残高 2,904 4,334 △3 7,235
 

　

 

　

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

退職給付に係る調整

累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △4 △0 - △5 6,682

当期変動額 　 　  　 　

剰余金の配当 　 　  　 △109

当期純利益 　 　  　 657

自己株式の取得 　 　  　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
10 0 - 11 11

当期変動額合計 10 0 - 11 559

当期末残高 5 0 - 5 7,241
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   当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,904 4,334 △3 7,235

当期変動額 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △109 　 △109

当期純利益 　 517 　 517

自己株式の取得 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　

当期変動額合計 - 408 △0 408

当期末残高 2,904 4,743 △3 7,644
 

　

 

　

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

退職給付に係る調整

累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 5 0 - 5 7,241

当期変動額 　 　  　 　

剰余金の配当 　 　  　 △109

当期純利益 　 　  　 517

自己株式の取得 　 　  　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
25 △0 △21 4 4

当期変動額合計 25 △0 △21 4 412

当期末残高 31 0 △21 10 7,654
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,029 830

 減価償却費 157 160

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 △10

 賞与引当金の増減額（△は減少） △4 7

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △68 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 28

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 12 9

 受取利息及び受取配当金 △56 △49

 支払利息 27 23

 持分法による投資損益（△は益） △28 △28

 有形固定資産売却損益（△は益） △2 -

 売上債権の増減額（△は増加） △12 123

 たな卸資産の増減額（△は増加） △38 △307

 仕入債務の増減額（△は減少） 63 265

 未払金の増減額（△は減少） 8 △8

 その他 △43 10

 小計 1,052 1,055

 利息及び配当金の受取額 56 49

 利息の支払額 △27 △23

 法人税等の支払額 △400 △354

 営業活動によるキャッシュ・フロー 680 727

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の償還による収入 - 10

 投資有価証券の取得による支出 △2 △13

 有形固定資産の取得による支出 △115 △76

 有形固定資産の売却による収入 4 -

 無形固定資産の取得による支出 △12 △48

 貸付けによる支出 △980 △1,000

 貸付金の回収による収入 883 951

 その他 △4 △3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △229 △180

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 40 460

 長期借入れによる収入 200 -

 長期借入金の返済による支出 △540 △830

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △108 △108

 リース債務の返済による支出 △6 △2

 財務活動によるキャッシュ・フロー △414 △481

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 36 66

現金及び現金同等物の期首残高 362 399

現金及び現金同等物の期末残高 ※  399 ※  465
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 2社

子会社は全て連結しております。

連結子会社の名称

トーハン㈱

ヨートーハウジング㈱

　

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 1社

関連会社は全て持分法の適用範囲に含めております。

持分法適用の関連会社の名称

太平洋製糖㈱

　

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

　

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

ａ満期保有目的の債券

…償却原価法(定額法)

ｂその他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、総平均法により算定)

時価のないもの 

…総平均法による原価法

②たな卸資産

商品・製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

建物及び構築物・機械装置

…定額法

運搬具・その他

…定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ７～50年

機械装置及び運搬具    10年
 

②無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に充当するため、支給見込額に基づき当連結会計年度に負担すべ

き額を計上しております。

③役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

②会計基準変更時差異及び数理計算上の差異の費用処理方法

会計基準変更時差異（530百万円）は、15年による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

③小規模企業等における簡便法の採用

連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

・ヘッジ手段

為替予約

・ヘッジ対象

売掛金、買掛金

③ヘッジ方針

為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクをヘッジすることを目的としており

ます。なお、投機目的の取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替予約は、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期

日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確

保されているので有効性の評価を省略しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更)

当連結会計年度末より「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17

日。以下「退職給付会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。)を適用し（ただ

し、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。)、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、

会計基準変更時差異及び未認識数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に加減しております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が327百万円計上されております。

また、繰延税金資産が11百万円増加し、その他の包括利益累計額が21百万円減少しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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(未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日)

　

(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、会計基準変更時差異及び

未認識数理計算上の差異の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中

心に改正されたものであります。

(2) 適用予定日

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首より適用予定で

あります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

　

(表示方法の変更)

 該当事項はありません。

 

(会計上の見積りの変更)

 該当事項はありません。

　

(追加情報)

 該当事項はありません。
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(連結貸借対照表関係)

※１．関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

投資有価証券(株式) 212百万円 240百万円
 

　

※２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

有価証券 10百万円 -百万円

建物及び構築物 156百万円 150百万円

土地 905百万円 905百万円

投資有価証券 0百万円 11百万円

計 1,073百万円 1,067百万円
 

　

担保設定の原因となる債務等

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

短期借入金 200百万円 200百万円

宅地建物取引業法に基づく
営業保証金

10百万円 10百万円
 

　

３．偶発債務

債務保証

下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

(一般)不動産分譲提携ローン 0百万円 -百万円

(関係会社)借入保証   

太平洋製糖㈱ 530百万円 376百万円
 

　

４． 平成10年10月31日以前に終了した連結会計年度に行われた取引に係る未実現利益については、

前連結会計年度(平成25年３月31日)及び当連結会計年度(平成26年３月31日)ともにこれを消去し

ておりません。

　

※５． 連結会計年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、前連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が前連結会計年度

末日の残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

受取手形 21百万円 -百万円
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(連結損益計算書関係)

※１．(1) 販売費及び一般管理費の主要費目及び金額は、次のとおりであります。

  
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

①販売費 販売手数料 132百万円 136百万円

 輸送保管費 518百万円 528百万円

 販売促進費 362百万円 387百万円

②一般管理費 従業員給料・賞与 412百万円 433百万円

 退職給付費用 94百万円 84百万円

 
役員退職慰労
引当金繰入額

11百万円 14百万円

 減価償却費 42百万円 48百万円

 貸倒引当金繰入額 6百万円 -百万円
 

(2) 一般管理費に含まれる研究開発費

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

171百万円 181百万円
 

　

※２．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

機械装置及び運搬具 2百万円 -百万円
 

　

(連結包括利益計算書関係)

※   その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 16百万円 40百万円

 組替調整額 -百万円 -百万円

   税効果調整前 16百万円 40百万円

   税効果額 △5百万円 △14百万円

   その他有価証券評価差額金 10百万円 25百万円

繰延ヘッジ損益   

 当期発生額 1百万円 △0百万円

   税効果額 △0百万円 0百万円

   繰延ヘッジ損益 0百万円 △0百万円

その他の包括利益合計 11百万円 25百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

発行済株式     

 普通株式 54,560,000 ― ― 54,560,000

   合計 54,560,000 ― ― 54,560,000

自己株式     

 普通株式（注） 23,359 671 ― 24,030

   合計 23,359 671 ― 24,030
 

　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加671株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成24年５月10日
取締役会

普通株式 109百万円 2.00円 平成24年３月31日 平成24年６月５日
 

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成25年５月９日
取締役会

普通株式 109百万円 利益剰余金 2.00円 平成25年３月31日 平成25年６月４日
 

　
当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

発行済株式     

 普通株式 54,560,000 ― ― 54,560,000

   合計 54,560,000 ― ― 54,560,000

自己株式     

 普通株式（注） 24,030 1,348 ― 25,378

   合計 24,030 1,348 ― 25,378
 

　
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,348株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

　
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成25年５月９日
取締役会

普通株式 109百万円 2.00円 平成25年３月31日 平成25年６月４日
 

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

（決議） 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成26年５月８日
取締役会

普通株式 109百万円 利益剰余金 2.00円 平成26年３月31日 平成26年６月３日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

現金及び預金勘定 399百万円 465百万円

現金及び現金同等物 399百万円 465百万円
 

　

(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主

として銀行借入によることを取組方針としております。なお、デリバティブは後述するリスクを

回避するために実需の範囲内での利用としており、投機的な取引は行わない方針としておりま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びに管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金は、取引先における信用リスク

が存在しておりますが、当該リスクに関しては、当社及び連結子会社の与信管理規程等に従い、

取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を毎期把握する体制

を整備し管理しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクが存在しておりますが、主に業務上の関係

を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握する体制を整備し管理するとともに、その結果

を取締役会に報告しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、流動性リスクが存在しておりますが、当該リスクに関

しては、当社及び連結子会社では、取引先ごとの期日及び残高を把握し管理しております。各社

が日次等の資金繰表を作成するなどの方法により管理しております。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達、長期借入金は主に設備投資に係る

資金調達であり、流動性リスクが存在しておりますが、当該リスクに関しては、当社及び連結子

会社では、各社が日次等の資金繰表を作成するなどの方法により管理しております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引

を目的とした先物為替予約取引であり、デリバティブ取引の契約先は、手続・権限等を定め営業

部門が信用度の高い国内の商社及び金融機関と取引を行い、管理部門において取引の内容の実

行・リスクを把握する体制を整備し管理しております。取引実績等は定期的に社内手続きに基づ

き報告しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ

の有効性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項(6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合の一定条件の変動要

因をもとに合理的に算定した価格が含まれております。このため当該価格は条件の変更等によっ

て変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に

関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものでは

ありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把

握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません((注２)参照)。

前連結会計年度(平成25年３月31日) (単位：百万円)

  
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 399 399 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,489   

  貸倒引当金(※１) △36   

        差引 1,453 1,453 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

 ①満期保有目的の債券 10 10 0

 ②その他有価証券 140 140 ―

(4) 短期貸付金 950   

  貸倒引当金(※１) △2   

        差引 947 947 ―

(5) 長期貸付金 1,964   

  貸倒引当金(※１) △6   

        差引 1,958 1,971 13

資産計 4,907 4,921 13

(1) 支払手形及び買掛金 899 899 ―

(2) 短期借入金 2,820 2,820 ―

(3) 長期借入金 1,059 1,060 0

負債計 4,779 4,780 0

デリバティブ取引(※２)    

 ヘッジ会計が適用されているもの 0 0 ―

デリバティブ取引計 0 0 ―
 

(※１) 受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２) デリバティブ取引によって生じた、正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については( )で表示しております。
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当連結会計年度(平成26年３月31日) (単位：百万円)

  
連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 465 465 ―

(2) 受取手形及び売掛金 1,366   

  貸倒引当金(※１) △27   

        差引 1,338 1,338 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券    

 ①満期保有目的の債券 10 10 0

 ②その他有価証券 183 183 ―

(4) 短期貸付金 981   

  貸倒引当金(※１) △3   

        差引 978 978 ―

(5) 長期貸付金 1,981   

  貸倒引当金(※１) △6   

        差引 1,975 1,983 8

資産計 4,952 4,960 8

(1) 支払手形及び買掛金 1,165 1,165 ―

(2) 短期借入金 2,735 2,735 ―

(3) 長期借入金 774 775 0

負債計 4,675 4,675 0

デリバティブ取引(※２)    

 ヘッジ会計が適用されているもの 0 0 ―

デリバティブ取引計 0 0 ―
 

(※１) 受取手形及び売掛金、短期貸付金、長期貸付金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

(※２) デリバティブ取引によって生じた、正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については( )で表示しております。

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

 

資 産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(4)短期貸付金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(3) 有価証券及び投資有価証券

 株式は取引所の市場価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっておりま

す。

 また、保有目的ごとの投資有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照下

さい。

(5) 長期貸付金

 当社では、長期貸付金の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2)短期借入金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(3) 長期借入金

 当社では、長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

デリバティブ

「デリバティブ取引関係」注記を参照下さい。

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

  (単位：百万円)

区分 平成25年３月31日 平成26年３月31日

非上場株式 392 419
 

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含めておりませ

ん。

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成25年３月31日)                                          (単位：百万円)

 
１年以内 １年超５年以内

現金及び預金 399 ―

受取手形及び売掛金 1,489 ―

有価証券及び投資有価証券
 

 

 満期保有目的の債券（国債） 10 ―

短期貸付金 950 ―

長期貸付金 ― 1,964

合計 2,849 1,964
 

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)                                          (単位：百万円)

 
１年以内 １年超５年以内

現金及び預金 465 ―

受取手形及び売掛金 1,366 ―

有価証券及び投資有価証券
 

 

 満期保有目的の債券（国債） ― 10

短期貸付金 981 ―

長期貸付金 ― 1,981

合計 2,813 1,992
 

 

EDINET提出書類

東洋精糖株式会社(E00354)

有価証券報告書

51/98



 

(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成25年３月31日)                                              (単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 1,990 ― ― ― ― ―

長期借入金 830 285 395 340 39 ―

リース債務 3 0 0 0 0 ―

合計 2,823 285 395 340 40 ―
 

 

当連結会計年度(平成26年３月31日)                                              (単位：百万円)

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 2,450 ― ― ― ― ―

長期借入金 285 395 340 39 ― ―

リース債務 0 0 0 0 0 ―

合計 2,735 395 340 40 0 ―
 

 

EDINET提出書類

東洋精糖株式会社(E00354)

有価証券報告書

52/98



 

(有価証券関係)

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度(平成25年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円)
 

差額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

国債・地方債等 10 10 0

合計 10 10 0
 

　

当連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円)
 

差額(百万円)

時価が連結貸借対照表計上額を
超えるもの

国債・地方債等 10 10 0

合計 10 10 0
 

　

２．その他有価証券

前連結会計年度(平成25年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 140 131 8

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 ― ― ―

合計 140 131 8

 

　

当連結会計年度(平成26年３月31日)

区分 種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 183 134 49

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 ― ― ―

合計 183 134 49
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

          該当事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

  通貨関連

前連結会計年度(平成25年３月31日)

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等 
(百万円）

契約額等の
うち１年超
(百万円）

時価
(百万円）

 為替予約取引     

原則的処理方法  買建 外貨建予定取引 314 ― 0

 米ドル (買掛金)    
 

(注)時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

当連結会計年度(平成26年３月31日)

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等 
(百万円）

契約額等の
うち１年超
(百万円）

時価
(百万円）

 為替予約取引     

原則的処理方法  買建 外貨建予定取引 0 ― 0

 米ドル (買掛金)    

為替予約等の
振当処理

為替予約取引     
 買建 買掛金 347 ― (注２)

米ドル     

合 計 347 ― 0
 

(注)１.時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２.為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている買掛金と一体となって処理

されているため、その時価は、当該買掛金の時価に含めております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

 １．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金

制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支

払う場合があります。

提出会社東洋精糖㈱については、昭和38年から段階的に行っていた退職一時金制度から適

格退職年金制度への移行が平成６年に完了し、平成21年に適格退職年金制度から確定給付企

業年金制度及び退職一時金制度に移行いたしました。

当連結会計年度末現在、当社は、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び退職一時

金制度、連結子会社２社については、厚生年金基金制度及び退職一時金制度があり、厚生年

金基金は酒フーズ厚生年金基金及び全国住宅地開発厚生年金基金に加入しております。

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通

りであります。

イ．制度全体の積立状況に関する事項

 平成24年３月31日現在

年金資産の額 76,628百万円

年金財政計算上の給付債務の額 97,656百万円

差引額 △21,028百万円
  
 

　

ロ．制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

 
(自 平成24年３月１日
至 平成24年３月31日)

 0.5％
 

　

ハ．補足説明

上記イの差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務残高△17,341百万円及び剰余金

等△3,687百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年等の元利

均等償却であり、当社グループは、連結財務諸表上、特別掛金を８百万円費用処理しており

ます。

 なお、上記ロの割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

　

 ２．退職給付債務に関する事項

 (単位：百万円)

イ．退職給付債務 △767  

ロ．年金資産 372  

ハ．未積立退職給付債務(イ＋ロ) △395  

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 70  

ホ．未認識数理計算上の差異 58  

ヘ．連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △266  

ト．退職給付引当金(ヘ)　 △266  
 

(注) １． 連結貸借対照表上、翌期に支払う予定の退職金16百万円は、その他の流動負債に含めて計上しており、
退職給付引当金に含めておりません。

 ２． 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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 ３．退職給付費用に関する事項

 (単位：百万円)

イ．勤務費用 61  

ロ．利息費用 11  

ハ．期待運用収益 △3  

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 35  

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 25  

へ．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 129  
 

(注) １． 当社及び連結子会社は、複数の事業主により設立された厚生年金基金制度を採用しているため、

当該年金制度への要拠出額を「イ．勤務費用」に計上しております。

 ２． 厚生年金基金に対する従業員拠出額は「イ．勤務費用」より控除しております。

 ３． 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。
 

　

 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法
期間定額基準
 

ロ．割引率
1.0％
 

ハ．期待運用収益率
0.9％
 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数
10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によっておりま
す。)
 

ホ．数理計算上の差異の処理年数
10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数により、翌連結会計年度から
費用処理することとしております。)
 

へ．会計基準変更時差異の処理年数
15年
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当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び

退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がありま

す。

提出会社東洋精糖㈱については、昭和38年から段階的に行っていた退職一時金制度から適格退職年

金制度への移行が平成６年に完了し、平成21年に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度及び退

職一時金制度に移行いたしました。

当連結会計年度末現在、当社は、厚生年金基金制度、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度、

連結子会社については、厚生年金基金制度及び退職一時金制度があり、厚生年金基金は酒フーズ厚生

年金基金及び全国住宅地開発厚生年金基金に加入しております。

なお、連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用

を計算しております。

当社及び連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、自社の拠出に対応す

る年金資産の額を合理的に計算することができない制度であるため、要拠出額を退職給付費用として

処理しております。

　

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 767 百万円

勤務費用 35 百万円

利息費用 7 百万円

数理計算上の差異の発生額 △16 百万円

退職給付の支払額 △35 百万円

退職給付債務の期末残高 758 百万円
 

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 372 百万円

期待運用収益 8 百万円

数理計算上の差異の発生額 36 百万円

事業主からの拠出額 48 百万円

退職給付の支払額 △34 百万円

年金資産の期末残高 431 百万円
 

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退

職給付に係る資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 435 百万円

年金資産 △431 百万円

 3 百万円

非積立型制度の退職給付債務 323 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 327 百万円

   
退職給付に係る負債 327 百万円

退職給付に係る資産 － 百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 327 百万円
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(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 35 百万円

利息費用 7 百万円

期待運用収益 △8 百万円

会計基準変更時差異の費用処理額 35 百万円

数理計算上の差異の費用処理額 7 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 77 百万円
 

　

(5) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

会計基準変更時差異 35 百万円

未認識数理計算上の差異 △2 百万円

合計 32 百万円
 

　

(6) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

債券 45.9%

株式 50.2%

現金及び預金 3.9%

合計 100.0%
 

　

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　

(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.0%

長期期待運用収益率 2.3%
 

　

　

３．複数事業主制度

複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、27百万円であります。

　

(1) 複数事業主制度の直近の積立状況（平成25年３月31日現在）

年金資産の額 83,401百万円  
年金財政計算上の給付債務の額 102,790百万円  
差引額 △19,388百万円  
 

　

(2) 複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

（自 平成25年３月１日 至 平成25年３月31日）

0.5%
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(3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高△15,149百万円及び剰余金

等△4,239百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間19年等の元利均等償

却であり、当社グループは、連結財務諸表上、特別掛金９百万円を費用処理しております。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

 流動の部 固定の部 流動の部 固定の部

(繰延税金資産)     

減価償却費 -百万円 100百万円 -百万円 97百万円

減損損失 -百万円 174百万円 -百万円 174百万円

貸倒引当金 15百万円 1百万円 11百万円 1百万円

賞与引当金 23百万円 -百万円 25百万円 -百万円

未払事業税 16百万円 -百万円 12百万円 -百万円

退職給付引当金 -百万円 94百万円 -百万円 -百万円

退職給付に係る負債 -百万円 -百万円 -百万円 116百万円

その他 9百万円 64百万円 9百万円 70百万円

繰延税金資産小計 65百万円 436百万円 58百万円 460百万円

評価性引当額 △1百万円 △301百万円 △1百万円 △301百万円

繰延税金資産合計 64百万円 134百万円 57百万円 158百万円

(繰延税金負債)     

資産除去債務に対応する除去費用 -百万円 △1百万円 -百万円 △1百万円

その他有価証券評価差額金 -百万円 △3百万円 -百万円 △17百万円

繰延ヘッジ損益 △0百万円 -百万円 △0百万円 -百万円

繰延税金負債合計 △0百万円 △4百万円 △0百万円 △19百万円

繰延税金資産(負債)の純額 63百万円 129百万円 57百万円 139百万円
 

　

(注) (1) 繰延税金資産の算定に当たり、将来の合理的な見積可能期間の課税所得の見積額を超える部分及びスケ

ジューリング不能な将来減算一時差異については、評価性引当額として繰延税金資産より控除しておりま

す。

(2) 繰延税金資産(負債)の純額は連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当連結会計年度

(平成26年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 63百万円 57百万円

固定資産－繰延税金資産 129百万円 153百万円

固定負債－繰延税金負債 -百万円 13百万円
 

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が前連結会計年度(平成24年

４月１日から平成25年３月31日まで)及び当連結会計年度(平成25年４月１日から平成26年３月31

日)ともに法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開

始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当連結会計年

度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する

連結会計年度に解消が見込まれる一時差異について、前連結会計年度の38.01％から35.64％に変更さ

れております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が４百万円減少し、当連結会

計年度に計上された法人税等調整額が４百万円、繰延ヘッジ損益が０百万円それぞれ増加しておりま

す。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

賃貸建物用土地の定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から47年と見積り、割引率は2.9％を使用して資産除去債務の金額

を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

期首残高 15百万円 16百万円

時の経過による調整額 0百万円 0百万円

期末残高 16百万円 16百万円
 

　

(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のマンション等(土地を

含む。)を有しております。平成25年３月期における当該賃貸不動産に関する賃貸損益(賃貸収益は

売上高に、賃貸費用は営業費用に計上。)は161百万円であります。平成26年３月期における当該賃

貸不動産に関する賃貸損益(賃貸収益は売上高に、賃貸費用は営業費用に計上。)は174百万円であ

ります。

また、当該賃貸不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりでありま

す。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 4,213 4,142

期中増減額 △70 △65

期末残高 4,142 4,077

期末時価 3,140 3,095
 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は建物設備取得等(９百万円)であり、主な減少額は減価

償却費等(79百万円)であります。また、当連結会計年度の主な増加額は建物設備取得等(14百万円)であ

り、減少額は減価償却費(80百万円)であります。

３．時価の算定方法

主として「不動産鑑定評価基準」に基づく鑑定評価額(一部指標等を用いて補正したものを含む。）であ

ります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社は、事業(製品等)の種類別セグメントを構成単位とした「砂糖事業」「機能素材事業」

「不動産賃貸事業」の３事業を報告セグメントの区分としております。「砂糖事業」は精製糖な

どの製造・販売、「機能素材事業」はステビア甘味料及び機能素材などの製造・販売、「不動産

賃貸事業」はマンション・ビルの賃貸及び仲介などを行っております。

 これらの構成単位は、それぞれ包括的な戦略のもと事業を展開しており、分離された財務情報

が入手可能であり、取締役会等にて定期的に経営資源の分配の決定及び業績を評価する対象と

なっているものであります。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振

替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２）砂糖事業

機能
素材事業

不動産
賃貸事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 13,131 1,179 379 14,691 ― 14,691

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 0 11 12 △12 ―

計 13,132 1,180 391 14,704 △12 14,691

セグメント利益 1,159 240 105 1,505 △537 967

セグメント資産 6,579 966 4,938 12,483 751 13,235

その他の項目       

  減価償却費 9 34 82 126 31 157

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

22 46 10 78 91 170
 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、主として各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であり

ます。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれております。全社資産

の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係

る資産等であります。

(3) 減価償却費は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の設備投資額で

あります。

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

     (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注１）

連結財務諸表
計上額
（注２）砂糖事業

機能
素材事業

不動産
賃貸事業

計

売上高       

  外部顧客への売上高 13,088 1,007 383 14,478 ― 14,478

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 0 11 11 △11 ―

計 13,088 1,007 394 14,490 △11 14,478

セグメント利益 1,084 166 95 1,347 △590 756

セグメント資産 6,823 1,058 4,907 12,789 762 13,552

その他の項目       

  減価償却費 9 39 82 131 29 160

 有形固定資産及び
 無形固定資産の増加額

0 33 15 48 37 86
 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額は、主として各報告セグメントに配分していない全社費用（一般管理費）であり

ます。

(2) セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれております。全社資産

の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係

る資産等であります。

(3) 減価償却費は、各報告セグメントに配分していない全社資産の減価償却費であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額は、各報告セグメントに配分していない全社資産の設備投資額で

あります。

 ２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

　

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が連結損益計算書の売上高の90％を超える

ため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

丸紅株式会社 6,440 砂糖事業、機能素材事業
 

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

　

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が連結損益計算書の売上高の90％を超える

ため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

丸紅株式会社 6,393 砂糖事業、機能素材事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

丸紅株式会社
東京都
千代田区

262,686 総合商社
（被所有）

直接
39.3

精製糖販売並
びに主要な原
材料の購入先

 
役員の受入

当社製品の
販売

6,346
受取手形
及び売掛金

163

原材料の

購入等
3,901

支払手形
及び買掛金

161

 

(注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．当社製品の販売について、価格その他の取引条件は、製品の市場価格並びに市場実勢を参酌し

て、決定しております。

２．原材料の購入については、その主たる原料糖は、海外粗糖市況を参酌して、随時決定しており

ます。

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

丸紅株式会社
東京都
千代田区

262,686 総合商社
（被所有）

直接
39.3

精製糖販売並
びに主要な原
材料の購入先

 
役員の受入

当社製品の
販売

6,315
受取手形
及び売掛金

262

原材料の

購入等
4,159

支払手形
及び買掛金

486

 

(注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．当社製品の販売について、価格その他の取引条件は、製品の市場価格並びに市場実勢を参酌し

て、決定しております。

２．原材料の購入については、その主たる原料糖は、海外粗糖市況を参酌して、随時決定しており

ます。
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(イ) 連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

種類
会社等

の名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
太平洋製糖
株式会社

神奈川県
横浜市
鶴見区

450
精製糖の
製造

直接
33.3

精製糖の
委託加工

 
役員の兼任

精製糖の委
託加工等

1,404
その他
(流動負債)

125

設備資金等
の貸付

980

短期貸付金 950

長期貸付金 1,955

債務保証 530 ― ―
 

(注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．精製糖の委託加工費は、精製糖受委託加工契約書に基づいて決定しております。

２．設備資金等の貸付については、貸付利率を金融市場・金利実勢に基づいて、決定しておりま

す。

３．銀行借入について債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類
会社等

の名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社
太平洋製糖
株式会社

神奈川県
横浜市
鶴見区

450
精製糖の
製造

直接
33.3

精製糖の
委託加工

 
役員の兼任

精製糖の委
託加工等

1,442
その他
(流動負債)

125

設備資金等
の貸付

1,000

短期貸付金 981

長期貸付金 1,974

債務保証 376 ― ―
 

(注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．精製糖の委託加工費は、精製糖受委託加工契約書に基づいて決定しております。

２．設備資金等の貸付については、貸付利率を金融市場・金利実勢に基づいて、決定しておりま

す。

３．銀行借入について債務保証を行っております。なお、保証料は受領しておりません。
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(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

前連結会計年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

丸紅株式会社
東京都
千代田区

262,686 総合商社
 
―

 

 商品の

 販売・仕入

商品等の
販売

93
受取手形
及び売掛金

19

商品等の

購入
1,322

支払手形
及び買掛金

382

 

(注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．商品等の販売の価格その他の取引条件は、当該商品の市場価格並びに市場実勢を参酌して、決

定しております。

２．商品等の購入の価格その他の取引条件は、当該商品の市場価格並びに市場実勢を参酌して、決

定しております。

　

当連結会計年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他の
関係会社

丸紅株式会社
東京都
千代田区

262,686 総合商社
 
―

 

 商品の

 販売・仕入

商品等の
販売

78
受取手形
及び売掛金

18

商品等の

購入
1,213

支払手形
及び買掛金

397

 

(注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

１．商品等の販売の価格その他の取引条件は、当該商品の市場価格並びに市場実勢を参酌して、決

定しております。

２．商品等の購入の価格その他の取引条件は、当該商品の市場価格並びに市場実勢を参酌して、決

定しております。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

当連結会計年度において、重要な関連会社は太平洋製糖株式会社であり、その要約財務情報は

以下のとおりであります。

  (単位：百万円)

 前連結会計年度 当連結会計年度

流動資産合計 674 475
固定資産合計 11,097 11,177
   
流動負債合計 4,035 3,940
固定負債合計 7,106 6,997
   
純資産合計 630 714

   
売上高 4,252 4,313

税引前当期純利益金額 143 146

当期純利益金額 88 83
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

１株当たり純資産額 132.79円 １株当たり純資産額 140.35円

１株当たり当期純利益金額 12.06円 １株当たり当期純利益金額 9.49円
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．算定上の基礎

 (1) １株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

（平成25年３月31日)
当連結会計年度末

（平成26年３月31日)

純資産の部の合計 7,241百万円 7,654百万円

普通株式に係る純資産額 7,241百万円 7,654百万円

普通株式の発行済株式数 54,560,000株 54,560,000株

普通株式の自己株式数 24,030株 25,378株

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

54,535,970株 54,534,622株
 

 

 (2) １株当たり当期純利益金額

項目
前連結会計年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益 657百万円 517百万円

普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式に係る当期純利益 657百万円 517百万円

普通株式の期中平均株式数 54,536,282株 54,535,440株
 

　

３．(会計方針の変更)に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的

な取扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、0.39円減少しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,990 2,450 0.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 830 285 0.7 ―

１年以内に返済予定のリース債務 3 0 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

1,059 774 0.6
 平成27年４月30日～
 平成30年３月14日

リース債務(１年以内に返済予定のも
のを除く。)

0 0 ―
 平成27年４月７日～
 平成31年３月５日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 3,883 3,510 ― ―
 

(注) １．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に

計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

２．長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりであります。
　

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 395 340 39 ―

リース債務 0 0 0 0
 

　

【資産除去債務明細表】

「第５経理の状況 １連結財務諸表等」の(資産除去債務関係)に記載しているため省略して

おります。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

第１四半期
連結累計期間

（自平成25年４月１日
至平成25年６月30日）

第２四半期
連結累計期間

（自平成25年４月１日
至平成25年９月30日）

第３四半期
連結累計期間

（自平成25年４月１日
至平成25年12月31日）

第90期
連結会計年度

（自平成25年４月１日
至平成26年３月31日）

売上高（百万円） 3,678 7,241 11,110 14,478

税金等調整前
四半期（当期）
純利益金額
（百万円）

233 451 673 830

四半期（当期）
純利益金額
（百万円）

149 284 424 517

１株当たり
四半期（当期）
純利益金額（円）

2.75 5.21 7.78 9.49

 

　

 

第１四半期
連結会計期間

（自平成25年４月１日
至平成25年６月30日）

第２四半期
連結会計期間

（自平成25年７月１日
至平成25年９月30日）

第３四半期
連結会計期間

（自平成25年10月１日
至平成25年12月31日）

第４四半期
連結会計期間

（自平成26年１月１日
至平成26年３月31日）

１株当たり四半期
純利益金額（円）

2.75 2.46 2.57 1.71
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 72 84

  受取手形 ※４  27 1

  売掛金 ※３  511 ※３  483

  有価証券 ※１  10 -

  商品及び製品 881 917

  仕掛品 153 193

  原材料及び貯蔵品 881 1,109

  前払費用 18 21

  繰延税金資産 51 47

  関係会社短期貸付金 950 981

  その他 24 11

  貸倒引当金 △31 △22

  流動資産合計 3,553 3,830

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 3,667 3,682

    減価償却累計額 △1,393 △1,471

    建物（純額） 2,273 2,210

   構築物 26 27

    減価償却累計額 △20 △21

    構築物（純額） 6 6

   機械及び装置 675 692

    減価償却累計額 △529 △552

    機械及び装置（純額） 145 140

   工具、器具及び備品 217 245

    減価償却累計額 △171 △194

    工具、器具及び備品（純額） 46 51

   土地 2,742 2,742

   その他 75 75

   有形固定資産合計 ※１  5,290 ※１  5,226

  無形固定資産   

   ソフトウエア 51 54

   その他 1 1

   無形固定資産合計 52 55
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 186 ※１  196

   関係会社株式 670 670

   出資金 0 0

   従業員に対する長期貸付金 8 7

   関係会社長期貸付金 1,955 1,974

   繰延税金資産 125 137

   その他 37 43

   貸倒引当金 △6 △6

   投資その他の資産合計 2,978 3,023

  固定資産合計 8,322 8,306

 資産合計 11,875 12,136

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※３  278 ※３  582

  短期借入金 ※１  1,750 ※１  2,230

  1年内返済予定の長期借入金 830 285

  リース債務 0 0

  未払金 30 22

  未払法人税等 188 153

  未払費用 ※３  302 ※３  285

  預り金 13 9

  賞与引当金 49 58

  設備関係未払金 51 13

  その他 29 55

  流動負債合計 3,523 3,695

 固定負債   

  長期借入金 1,059 774

  リース債務 0 0

  退職給付引当金 251 278

  役員退職慰労引当金 69 76

  資産除去債務 16 16

  その他 37 37

  固定負債合計 1,435 1,183

 負債合計 4,959 4,878
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,904 2,904

  利益剰余金   

   利益準備金 29 40

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 3,984 4,314

   利益剰余金合計 4,013 4,354

  自己株式 △3 △3

  株主資本合計 6,914 7,255

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 1 1

  繰延ヘッジ損益 0 0

  評価・換算差額等合計 1 1

 純資産合計 6,916 7,257

負債純資産合計 11,875 12,136
 

 

 

EDINET提出書類

東洋精糖株式会社(E00354)

有価証券報告書

75/98



②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

売上高   

 商品売上高 ※1  642 ※1  624

 製品売上高 ※1  10,684 ※1  10,696

 不動産賃貸収入 ※1  227 ※1  221

 売上高合計 11,554 11,543

売上原価   

 商品期首たな卸高 39 43

 当期商品仕入高 562 549

 商品他勘定振替高 ※2  0 ※2  0

 商品期末たな卸高 43 39

 小計 558 552

 製品期首たな卸高 786 838

 当期製品製造原価 ※1  8,218 ※1  8,329

 製品他勘定振替高 ※2  3 ※2  1

 製品期末たな卸高 838 878

 小計 8,163 8,287

 不動産賃貸原価 118 117

 合計 8,840 8,957

売上総利益 2,714 2,585

販売費及び一般管理費   

 販売費 887 926

 一般管理費 919 966

 販売費及び一般管理費合計 ※3  1,807 ※3  1,893

営業利益 906 691

営業外収益   

 受取利息 ※1  44 ※1  41

 受取配当金 7 4

 貸倒引当金戻入額 - 8

 その他 5 13

 営業外収益合計 58 67

営業外費用   

 支払利息 25 21

 為替差損 ※1  3 -

 その他 1 3

 営業外費用合計 30 25

経常利益 934 733

特別利益   

 固定資産売却益 ※4  2 -

 特別利益合計 2 -

税引前当期純利益 936 733

法人税、住民税及び事業税 319 289

法人税等調整額 24 △7

法人税等合計 343 282

当期純利益 592 450
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【不動産賃貸事業売上原価明細表】

 

  
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

不動産賃貸原価      

    不動産管理料  10 8.7 9 8.4

    減価償却費  70 59.4 70 60.0

    租税公課  20 17.0 20 17.0

    諸経費  17 14.9 17 14.6

    計  118 100.0 117 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

   前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 2,904 18 3,511 3,529 △3 6,430

当期変動額 　 　 　 　 　 　

利益準備金の積立 　 11 △11 - 　 -

剰余金の配当 　 　 △109 △109 　 △109

当期純利益 　 　 592 592 　 592

自己株式の取得 　 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 - 11 472 483 △0 483

当期末残高 2,904 29 3,984 4,013 △3 6,914
 

　

 

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 1 △0 1 6,431

当期変動額 　 　 　 　

利益準備金の積立 　 　 　 -

剰余金の配当 　 　 　 △109

当期純利益 　 　 　 592

自己株式の取得 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
0 0 0 0

当期変動額合計 0 0 0 484

当期末残高 1 0 1 6,916
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   当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 2,904 29 3,984 4,013 △3 6,914

当期変動額 　 　 　 　 　 　

利益準備金の積立 　 11 △11 - 　 -

剰余金の配当 　 　 △109 △109 　 △109

当期純利益 　 　 450 450 　 450

自己株式の取得 　 　 　 　 △0 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 - 11 330 341 △0 341

当期末残高 2,904 40 4,314 4,354 △3 7,255
 

　

 

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 1 0 1 6,916

当期変動額 　 　 　 　

利益準備金の積立 　 　 　 -

剰余金の配当 　 　 　 △109

当期純利益 　 　 　 450

自己株式の取得 　 　 　 △0

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
0 △0 △0 △0

当期変動額合計 0 △0 △0 341

当期末残高 1 0 1 7,257
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１．有価証券の評価基準及び評価方法

ａ満期保有目的の債券

…償却原価法(定額法)

ｂ子会社株式及び関連会社株式

…総平均法による原価法

ｃその他有価証券

時価のあるもの

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定)

時価のないもの

…総平均法による原価法

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、原材料、仕掛品

総平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

　

３．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

建物、構築物、機械及び装置

…定額法

工具、器具及び備品

…定率法

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物、構築物         ７～50年

機械及び装置             10年

無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。

　

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。
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５．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に充当するため、支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき額

を計上しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、期間定額基準によっております。

②会計基準変更時差異及び数理計算上の差異の費用処理方法

会計基準変更時差異(527百万円)は、15年による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して

おります。

　

６．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしてい

る場合には振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

・ヘッジ手段

為替予約

・ヘッジ対象

売掛金、買掛金

(3) ヘッジ方針

為替予約取引は、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクをヘッジすることを目的としており

ます。なお、投機目的の取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約は、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期

日の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確

保されているので有効性の評価を省略しております。
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７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理

退職給付に係る会計基準変更時差異の未処理額及び未認識数理計算上の差異の会計処理の方法

は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

 

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

 該当事項はありません。

　

(表示方法の変更)

(貸借対照表関係)

前事業年度において、区分掲記しておりました「有形固定資産」の「山林」は重要性が乏し

くなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を

反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「有形固定資産」に表示していた「山林」75

百万円は、「その他」75百万円として組み替えております。
　

前事業年度において、区分掲記しておりました「無形固定資産」の「施設利用権」は重要性

が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の

変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「無形固定資産」に表示していた「施設利用

権」１百万円は、「その他」１百万円として組み替えております。
　

前事業年度において、区分掲記しておりました「投資その他の資産」の「差入保証金」は重

要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方

法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「投資その他の資産」に表示していた「差入

保証金」１百万円、「その他」36百万円は、「その他」37百万円として組み替えております。
　

前事業年度において、区分掲記しておりました「流動負債」の「未払消費税等」は重要性が

乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変

更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「未払消費税

等」28百万円、「その他」０百万円は、「その他」29百万円として組み替えております。
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以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める1株当たり純資産額の注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第75条第２項に定める製造原価明細書については、同ただし書きにより、記載

を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、

同条第３項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載

を省略しております。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

　

(会計上の見積りの変更)

 該当事項はありません。

　

(追加情報)

 該当事項はありません。
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(貸借対照表関係)

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

有価証券 10百万円 -百万円

建物 156百万円 150百万円

土地 905百万円 905百万円

投資有価証券 -百万円 10百万円

計 1,072百万円 1,066百万円
 

　

担保設定の原因となる債務等

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

短期借入金 200百万円 200百万円

宅地建物取引業法に基づく
営業保証金

10百万円 10百万円
 

　

２．偶発債務

債務保証

下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行っております。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

(一般)不動産分譲提携ローン 0百万円 -百万円

(関係会社) 借入保証   

太平洋製糖㈱ 530百万円 376百万円
 

　

※３．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

売掛金 305百万円 319百万円

買掛金 162百万円 487百万円

未払費用 160百万円 163百万円
 

　

※４． 事業年度末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、前事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が前事業年度末日の残

高に含まれております。

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

受取手形 7百万円 -百万円
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(損益計算書関係)

※１．関係会社との取引高は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

商品売上高 481百万円 467百万円

製品売上高 10,005百万円 10,025百万円

不動産賃貸収入 227百万円 221百万円

原材料仕入高 3,907百万円 4,166百万円

製造経費(外注加工費) 1,362百万円 1,396百万円

受取利息 44百万円 41百万円

為替差損 3百万円 -百万円
 

　

※２．商品他勘定振替高及び製品他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

  
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

  
商品他勘定
振替高

製品他勘定
振替高

商品他勘定
振替高

製品他勘定
振替高

一般管理費 広告宣伝費 0百万円 0百万円 0百万円 0百万円

〃 交際費 0百万円 0百万円 -百万円 0百万円

〃 雑費 -百万円 0百万円 -百万円 0百万円

その他  0百万円 2百万円 0百万円 0百万円

計  0百万円 3百万円 0百万円 1百万円
 

　
　

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

  
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

①販売費 販売手数料 132百万円 136百万円

 輸送保管費 467百万円 483百万円

 販売促進費 287百万円 307百万円

②一般管理費 役員報酬 80百万円 73百万円

 従業員給料 238百万円 260百万円

 賞与引当金繰入額 75百万円 84百万円

 退職給付費用 88百万円 78百万円

 
役員退職慰労
引当金繰入額

10百万円 11百万円

 減価償却費 36百万円 45百万円

 貸倒引当金繰入額 6百万円 -百万円
 

　

※４．固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

車両運搬具 2百万円 -百万円
 

　

EDINET提出書類

東洋精糖株式会社(E00354)

有価証券報告書

85/98



 

(有価証券関係)

 子会社株式及び関連会社株式

   時価のあるものはありません。

     (注)時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

                                                                                         (単位:百万円)

区分
前事業年度末

(平成25年３月31日)
当事業年度末

(平成26年３月31日)

(1) 子会社株式 515 515

(2) 関連会社株式 155 155

計 670 670
 

上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と

認められるものであります。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年３月31日)
当事業年度

(平成26年３月31日)

 流動の部 固定の部 流動の部 固定の部

(繰延税金資産)     

減価償却費 -百万円 100百万円 -百万円 97百万円

減損損失 -百万円 174百万円 -百万円 174百万円

貸倒引当金 11百万円 1百万円 7百万円 1百万円

賞与引当金 18百万円 -百万円 20百万円 -百万円

未払事業税 14百万円 -百万円 11百万円 -百万円

退職給付引当金 -百万円 89百万円 -百万円 99百万円

その他 8百万円 59百万円 8百万円 64百万円

繰延税金資産小計 53百万円 425百万円 48百万円 437百万円

評価性引当額 △1百万円 △298百万円 △1百万円 △297百万円

繰延税金資産合計 52百万円 127百万円 47百万円 139百万円

(繰延税金負債)     

資産除去債務に対応する除去費用 -百万円 △1百万円 -百万円 △1百万円

その他有価証券評価差額金 -百万円 △0百万円 -百万円 △0百万円

繰延ヘッジ損益 △0百万円 -百万円 △0百万円 -百万円

繰延税金負債合計 △0百万円 △2百万円 △0百万円 △2百万円

繰延税金資産(負債)の純額 51百万円 125百万円 47百万円 137百万円
 

　

(注) 繰延税金資産の算定に当たり、将来の合理的な見積可能期間の課税所得の見積額を超える部分及びスケジュー

リング不能な将来減算一時差異については、評価性引当額として繰延税金資産より控除しております。

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が前事業年度（平成24年４月

１日から平成25年３月31日まで）及び当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

ともに法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略しております。

　

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開

始する事業年度から復興特別法人税が課されないこととなりました。これに伴い、当事業年度の繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事業年度

に解消が見込まれる一時差異について、前事業年度の38.01％から35.64％に変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が３百万円減少し、当事業年

度に計上された法人税等調整額が３百万円、繰延ヘッジ損益が０百万円それぞれ増加しております。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

 有形固定資産        

  建物 3,667 16 1 3,682 1,471 79 2,210

  構築物 26 0 ― 27 21 0 6

  機械及び装置 675 24 6 692 552 28 140

  工具、器具及び
  備品

217 31 3 245 194 25 51

  土地 2,742 ― ― 2,742 ― ― 2,742

  その他(山林) 75 ― ― 75 ― ― 75

有形固定資産計 7,405 72 11 7,466 2,239 135 5,226

 無形固定資産        

  ソフトウェア 64 13 ― 78 24 11 54

  その他(施設利用権) 1 ― ― 1 ― ― 1

無形固定資産計 65 13 ― 79 24 11 55

 長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

 繰延資産        

        ― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―
 

(注) 当期償却額146百万円は、製造費用に30百万円、販売費及び一般管理費に45百万円、不動産賃貸原価に70百万円そ

れぞれ含まれております。

　

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金  37 ― ― 8 28

賞与引当金  49 109 100 ― 58

役員退職慰労引当金  69 13 6 ― 76
 

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、一般債権の貸倒実績率による洗替差額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 資産の部

イ．現金及び預金

 

区分 金額(百万円)

預金  

 当座預金 76

 普通預金 5

 別段預金 2

預金計 83

現金 0

合計 84
 

　

ロ．受取手形

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

上野製薬㈱ 1

内外香料㈱ 0

㈲土江本店 0

ヤスマ㈱ 0

合計 1
 

　

(ロ)期日別内訳

 
平成26年４月
(百万円)

平成26年５月
(百万円)

合計
(百万円)

1 0 1
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ハ．売掛金

(イ)相手先別内訳

 

相手先 金額(百万円)

丸紅㈱ 262

丸善製薬㈱ 71

トーハン㈱ 56

池田糖化工業㈱ 27

グリコ栄養食品㈱ 16

その他 48

合計 483
 

　

(ロ)売掛金の滞留状況

 
当期首残高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

511 11,880 11,908 483 96.10 15.29
 

(注) １．消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

２．算出方法

売掛金回収率 ＝
当期回収高   

期首残高 ＋ 当期発生高   
       

売掛金滞留期間＝
期首残高 ＋ 期末残高

÷
当期発生高

 ２  365
 

　

ニ．棚卸資産

 商品及び製品

 品名 金額(百万円)

商品 精製糖・他 39

製品 精製糖 557

 精製蜜 0

 ステビア(αG)・他 320

 小計 878

合計 917
 

 仕掛品

 品名 金額(百万円)

仕掛品 糖液 193

合計 193
 

 原材料及び貯蔵品

 品名 金額(百万円)

原材料 原料糖 944

 ステビア(αG)原料・他 133

 補助材料 28

 包装材料 3

合計 1,109
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ホ．関係会社短期貸付金

相手先 金額(百万円)

太平洋製糖㈱ 981

合計 981
 

　

ヘ．関係会社株式

 

銘柄 株式数(株) 金額(百万円)

ヨートーハウジング㈱ 8,000 400

トーハン㈱ 200,000 115

太平洋製糖㈱ 3,000 155

合計 211,000 670
 

　

ト．関係会社長期貸付金

 

相手先 金額(百万円)

太平洋製糖㈱ 1,974

合計 1,974
 

　

② 負債の部

イ．買掛金

 

仕入先 金額(百万円)

丸紅㈱ 486

岡常製糖㈱ 28

東京信和商事㈱ 23

㈱徳倉 16

松谷化学工業㈱ 7

その他 20

合計 582
 

　

ロ．短期借入金

 

借入先 金額(百万円)

㈱りそな銀行 730

農林中央金庫 600

㈱八十二銀行 400

㈱みずほ銀行 200

三井住友信託銀行㈱ 150

その他 150

合計 2,230
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ハ．1年内返済予定の長期借入金

 

借入先 金額(百万円)

㈱千葉銀行 80

三井住友信託銀行㈱ 75

㈱りそな銀行 70

農林中央金庫 60

合計 285
 

　

ニ．長期借入金

 

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 300

㈱横浜銀行 200

㈱りそな銀行 119

三井住友信託銀行㈱ 75

農林中央金庫 60

その他 20

合計 774
 

　

(3) 【その他】

   該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

　

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

   取扱場所  (特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部

   株主名簿管理人  (特別口座)
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社

   取次所 ―

   買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし
 

(注)１．当社のIR情報については、当社ホームページ上に掲載しております。

 (ホームページアドレス http://www.toyosugar.co.jp/ir/)

２．当社定款の単元未満株式についての権利は、次のとおりであります。

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができな

い。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 会社法第166条第１項の規定による請求する権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

　

１【提出会社の親会社等の情報】

 当社には親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第89期 
（自平成24年４月１日
 至平成25年３月31日）

 
平成25年６月20日
関東財務局長に提出

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度 第89期 
（自平成24年４月１日
 至平成25年３月31日）

 
平成25年６月20日
関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第90期 第１四半期
（自平成25年４月１日
 至平成25年６月30日）

 
平成25年８月９日
関東財務局長に提出

第90期 第２四半期
（自平成25年７月１日
 至平成25年９月30日）

 
平成25年11月14日
関東財務局長に提出

第90期 第３四半期
（自平成25年10月１日
 至平成25年12月31日）

 
平成26年２月７日
関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第９号の２（株主総会における議決権行使の
結果）の規定に基づく臨時報告書

 
平成25年６月21日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

東洋精糖株式会社(E00354)

有価証券報告書

95/98



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

平成26年６月19日

東洋精糖株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士   三   浦   洋   輔   ㊞

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士   塚   原   克   哲   ㊞

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士   高   津   知   之   ㊞
 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている東洋精糖株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その

他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい

る。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続

を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、東洋精糖株式会社及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東洋精糖株

式会社の平成26年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認め

られる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することに

ある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができ

ない可能性がある。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財

務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査

の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査

証拠を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務

報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報

告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、東洋精糖株式会社が平成26年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統

制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上
　

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成26年６月19日

東洋精糖株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士   三   浦   洋   輔   ㊞

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士   塚   原   克   哲   ㊞

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士   高   津   知   之   ㊞
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている東洋精糖株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第90期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他

の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、東洋精糖株式会社の平成26年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経

営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以  上
　

 

※１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま
す。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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